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キルギスにおける発育阻害： 

社会疫学的接近による家計調査データの検討 

 
岡林聡子*・雲和広** 

 

1．はじめに 

 

ソ連崩壊後既に 30 年以上が経過した．かつてソ連の一部を構成していた中央アジア諸国はそ

れぞれが独自の発展経路を見せていると言って良い．しかしながら，カザフスタン・トルクメニスタン

を除く中央アジアが低所得水準に留まっているのは周知のことであり，貧困や低経済水準に起因

する問題に直面している状況は多々指摘される． 

実際，豊富な埋蔵資源を背景に経済成長を続けたカザフスタンは，2013 年以降もはやロシアを

も凌駕する水準の一人あたり国内総生産 Gross Domestic Products（GDP）を示している．同様に，ト

ルクメニスタンもその天然ガスに依拠する形での成長を見せるのである（図 1）．資源にこそ恵まれ

ないが，中央アジア最大の人口規模を有するウズベキスタンはそれに続く． 

 

図 1．一人当たり GDP，2015 年 USD 価額 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：World Development Indicators より筆者作成． 
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 他方それに比して，経済成長という観点から大きな遅れを見せているのはキルギスとタジキスタン

である．カザフスタンは 2000 年代始め（2003 年）に，トルクメニスタン・ウズベキスタンも 2000 年代

中にソ連崩壊直前である 1990 年水準の一人当たり GDP を凌駕するに至り（それぞれ 2008 年・

2006 年），そののちは趨勢的に成長を示している．だがキルギスとタジキスタンにおけるソ連崩壊

直後に見られた経済的縮小からの回復は遙かに遅れ，ようやく 2022 年に至ってソ連崩壊前の一

人当たり GDP 水準を取り戻したのである．そしてまた，絶対的な経済発展度という点においてもこ

れら 2 カ国は遙かに低い（図 1）． 

 従って，経済水準の低さとそれに関わる問題が現出するのはキルギスおよびタジキスタンである

ことが想定される．実際，その人口規模に比して大きな規模の労働移民を低出生率と人口減少に

苦しむロシアに送り出し，その労働移民による送金がこれら二カ国の経済を下支えしていることが

多く指摘される（Kumo, 2010; 2012; 2023）．高等教育を受けてもその国ではそれに呼応した職が無

く，むしろ義務教育を終えて即座にロシアに向かい道路工事や自動車運転手等で日銭を稼ぐほう

が実入りが大きい等，長期的な国家運営に当たっての深刻な状況も観察されるのである

（Ryazantsev and Horie, 2011）． 

 社会経済条件が影響を与える現象の 1 つとして，乳幼児の成長不良の問題があげられる．慢性

的な栄養不足が発育阻害などの健康への長期的影響を与えることが示され，傾向的には栄養不

足の問題は縮小を見せていたものの，その低下速度の停滞や一部地域における再度の拡大が指

摘される（Pirlea et al., 2023）．無論それは，北米や欧州，あるいは日本のような先進国において量

的に深刻な状況にある訳ではないが，サブサハラ地域や南アジアでは 21 世紀も四半世紀を経過

した現在においても重度の食糧不安に直面しており，それが健康不良との相関を見せている． 

 さて中央アジアにおいては，経済成長を背景として，カザフスタンやトルクメニスタンのような国々

では既に発育阻害の問題は持続的に解決に向かっていると言って良い．しかしながら，キルギス

やタジキスタンのような低所得国においては，サブサハラ地域ほどの深刻な問題に留まっている訳

ではないものの，依然として解決したとは到底言い難いのである．実際，2020 年以前の段階では，

キルギスにおける子供の 27％が発育阻害を経験しているという報告すらある（World Bank, 2020）．

政府による栄養の改善計画が様々に立ち上げられているものの，キルギス政府のそれは顕著な効

果を得ていない，という指摘がなされている（Wigle et al., 2020）．同様にタジキスタンにおいても，

低所得層における発育阻害の問題は顕著であり，その発生率は 30％にも達すると報告されている

（UNICEF, 2020）．その背景には直接的な食糧の問題もさることながら，いずれの国においても貧

困や低い教育水準，そして母親の知識不足が挙げられているのである（Smith et al., 2003; 

Prendergast and Humphrey, 2014）． 

本稿はこの現象の検討を課題とする．すなわち，依然としてソ連崩壊直後の経済縮小から大き

な改善を見せていない水準にあるキルギスにおける児童の発育阻害の要因分析を行い，その中
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でもとりわけ経済的要因と教育水準という側面に着目し，家計調査データを用いた検討を進める． 

 本稿の構成は以下の通りである．次節では先行研究のレビューを行う．発育阻害全般に関してこ

れまでに得られている知見を見ると同時に，中央アジアの最貧国キルギスとタジキスタンに関する

研究状況を概観する．第三節では利用するデータ並びにそれに基づく記述統計を確認する．分

析の結果を第四節で検討し，最後に得られた結果の示唆と残された課題について論ずる． 

 

2．先行研究 

 

経済社会状況と発育阻害（年齢に比した低身長，stunting）との関係は，発展途上国と先進国と

の間で異なる側面を有している．しかしながら多くの研究が，経済状況や社会的要因が子供の成

長過程に強い影響を与え、発育阻害や低体重という現象の発生に関連していることを示唆する

（McGovern et al., 2017; Handayani et al., 2023）．この主題は，主に以下の 2 つの側面から検討さ

れていると言って良い．すなわち，貧困と栄養状態の影響，そして教育水準と社会的支援の影響

である． 

低身長は，栄養不良や不十分な医療体制・医療支援の影響を強く受けることが指摘される．よく

知られているように，発展途上国において経済的に困難な状況にある家庭の子供は，必要な栄養

を十分に摂取することがままならず成長が阻害されることがしばしば観察される（McGovern et al., 

2017）．例えばカリブ海諸国やアフリカ諸国における研究では，貧困層において低身長が頻繁に

見られることが確認されている（Victora et al., 2008）．また貧困と栄養失調は，早期の成長段階での

問題に影響を与えることとなり，これが長期的に成人期の低身長に繋がることが示唆されているの

である（Martorell, 1995）． 

経済的な支援が低身長に与える影響に関する研究もある．例えば，子供に対する栄養補助を行

うような政策が，発展途上国における低身長の割合を減少させる可能性を示すものがある

（Gillespie et al., 2013）．また食料のアクセスや経済的な支援が，特に低身長と関係が強いことが論

じられる． 

また，教育水準と社会的支援が低身長に与える影響についても多くの研究が行われている．教

育が子供の成長に与える影響は，特に母親の教育水準が高い家庭で顕著に見られる．母親がより

高い教育を受けている場合，子供の栄養状態や健康状態が改善される傾向にあるという指摘は直

感的にも理解し易い（Smith et al., 2003）。他方母親の教育水準が低いと，適切な栄養の摂取や健

康管理が行き届かない場合が多く，低身長を引き起こす要因となり得ることが指摘される． 

さらに社会的支援の有無が低身長に与える影響も無視出来るものではない．社会保障制度や

医療制度が整備されている国々では，低身長の発生率が低いことが確認されている（Mason et al., 

2012）。社会保障制度が貧困層に栄養支援や健康管理を提供することによって，成長に悪影響を
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与える要因を減少させることが可能になると想定し得るであろう． 

先進国における研究では，経済社会状況と発育阻害との関連が異なる角度から分析されている。

特に，発展途上国に比べて栄養不良が直接的な原因となることは少なく，むしろ社会経済的な格

差が低身長に与える影響が注目される．例えば合衆国や欧州では，低所得層の子供が十分な医

療や栄養を受けられず，その結果として身長が低くなるケースが見られる（St-Germain et al., 2019）。

また移民の子供や少数民族の子供が低身長を示す場合もあり，これは社会的・文化的な要因が影

響している可能性が示唆されるのである． 

更に先進国では，低身長と精神的・社会的な要因（ストレスや社会的孤立）が関連しているという

研究も増大している（Barker, 2002）．経済的不安定さが長期間続くと，ストレスが子供の発育に悪

影響を与えることを指摘するものもある．これらにより，社会的要因が低身長のリスクを高めることが

示されている． 

さて中央アジアでも，とりわけキルギスとタジキスタンについては発育阻害の出現について論じら

れている．ここまででもいくつか言及してきたが，これら地域でも同じく母親の栄養に関する知識の

欠如や貧困といった要因に焦点が当てられている（World Bank, 2020）．これはキルギスでもタジキ

スタンでも同様であり，低い教育水準や栄養改善に関する知識の不足が大きな障壁となっているこ

とが指摘されるのである（UNICEF, 2020）． 

キルギスにおいては，貧困が発育阻害の主要因となっており，家庭の経済状況の与える否定的

影響が論じられている．しかしながらそれは基本的に記述的分析のみに留まっており，定量的分

析を行ったものは極めて限定される．本論文が最も参照すべき先行研究は，1997 年から 2014 年

にかけてのミクロデータによる定量的分析を行った Wigle et al. (2020)である．貧困層の家庭では栄

養バランスの取れた食事を提供することが困難であり，食事の質の低下が発育阻害を引き起こすと

いう経路が想定され得る．このことは先進国でも同様であるが，更にまた，栄養に関する教育・知識

の欠如も発育阻害を惹起する．とりわけ農村地域では，母親が栄養に関する知識を欠いていること

によって児童の栄養状態が改善されていない状況が多くあるとされる（Wigle et al., 2020）．但し

Wigle et al. (2020)は 3 種類のミクロデータを混在させて行った分析であり，また分析対象機関が

2014 年までに留まっているため，そののちにおけるキルギスの発育阻害の動態の変容を検討する

には至っていないうらみがあることを指摘しておく． 

以上概観したとおり，経済社会状況と低身長との関係についての研究は，貧困・栄養失調・教育

水準・社会的支援・医療制度など複数の要因が絡み合う問題であることを示唆している（McGovern 

et al., 2017; Yaya et al., 2020）．発展途上国においては栄養不良が低身長の主な原因であり，経済

支援や社会保障制度がその改善に重要な役割を果たすと考えられる．その一方先進国において

は，経済的不安定さや社会的格差，文化的要因が低身長に影響を与えており，これらの要因に対

する社会的対応が求められているとされるのである． 
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3．データと手法 

 

3.1 データ 

 

本稿が利用するのは，国際連合児童基金（United nations Children’s Fund, UNICEF）により実施

されている複数指標クラスター調査 Multiple Indicator Cluster Survey（MICS）の個票である．MICS

は 2000 年・2005 年・2010 年・2015 年・2020 年を中心に実施されている，子供及び女性を対象とし

た繰り返しクロスセクションの個人・個人を対象としたミクロサーベイである．子供の健康状態・女性

のリプロダクティブヘルス等の調査を目的としたもので，旧ソ連圏では中央アジア 5 カ国及びウクラ

イナ・ベラルーシ・グルジア等において行われている． 

但し国によって利用可能（実施済みでありかつデータクリーニング済み・整形済み）である年次

は様々に異なっている．例えばトルクメニスタンでは 2006 年・2015 年・2019 年，カザフスタンでは

2006 年・2010 年・2015 年，キルギスでは 2006 年・2014 年・2018 年 2023 年，タジキスタンでは

1999 年・2005 年そしてウズベキスタンでは 2006 年・2020 年に調査が行われており，それぞれの年

次のデータを利用出来る（2025 年 4 月現在）．しかしながら国によって実施年がまちまちであったり

実施されていない年次が複数存在したり，あるいは最貧国であるタジキスタンでの調査が 2005 年

を最後に実施されていない等，同一年のデータを用いて統一的に国家間比較を行うということｊは

出来ないうらみがある．とはいえそのミクロデータは全国的代表性を担保しており，かつ地域レベル

でも代表性を維持している．データは利用者としての簡単な登録を行うことによって，個票レベルで

あらゆる個人が利用可能なものとなっている1． 

 

3.2 記述データによる検討 

 

 ここで，MICS の最新データが 2005 年にものに留まっておりその後の変化を観察することが出来

ないタジキスタンを除く中央アジア 4 カ国について，体位にどのような変動があったかを把握してお

く．体位は年齢に対する低体重と成長阻害（年齢に対する低身長）とをとりあげる．但しこの 2 つは

同じ現象を把握するものではなく，前者は短期的な栄養摂取の変動にも大きな影響を受けるもの

であり，他方後者は持続的な栄養摂取環境の現れと見なすべきものである2． 

 

                                                       
1 詳細は https://mics.unicef.org/surveys にある．またデータもここで登録することにより入手出来る． 
2  「小児の発育不良」，『MSD マニュアルプロフェッショナル版』https://www.msdmanuals.com/ja-jp/professional/．
（2025 年 4 月 30 日アクセス） 
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2006 2015 2019 2006 2014 2018 2023 2006 2010 2015 2006 2020
年齢対体重

性 男 11.9 3.2 3.5 3.9 2.9 2 2.7 4.3 3.7 1.9 4.8 1.9
女 10.2 3.2 2.6 2.9 2.6 1.6 3.2 3.6 3.6 2 5.4 1.7

居住地 都市 9.4 4.1 2 3.4 1.9 1.4 3.4 3 4 1.5 4.7 1.8
農村 11.9 2.7 3.8 3.4 3.1 2 2.7 5.1 3.3 2.4 5.2 1.8

母の教育水準 小中学校 11.4 3.7 3.4 6.4 4.6 4.6 3.2 5.1 4.6 2.1 5.5 2.7
高校・専門学校 11.5 4 1.9 3.6 3.6 1 3.1 4.8 2.7 2.4 4.7 1.6
大学以上 3.4 4.3 1.1 1.9 1.8 1.5 2.1 2.4 3.4 1.3 2.6 0.9

資産指数分位 最貧 12.3 4.4 4.7 3 3.5 0.9 5.4 4.7 4.1 3.2 5.6
次点貧困 15 1.9 2.3 3.4 4 2.5 1.9 5 3.9 1.7 7
中位 10.4 2.1 3.5 4.2 2.1 2.9 2.2 4.5 2.8 1.7 5
次点富裕 11.7 3.1 3.5 4.1 2.4 1.7 1.9 4.1 4 2 4.2
最富裕 4.8 4.6 0.8 2.3 1.6 0.9 2.3 0.8 3.5 1.2 3.4

言語 国家語 10.9 3.1 3 3.5 2.4 1.2 2.3 4.4 3.9 2.1 5.1 1.8
ウズベク語 9.1 3.4 3.2 3.7 4.7 5 4.5 - - - - -
ロシア語 2.3 3.4 5 0.6 3.4 2.2 5.5 2.8 2.9 1.4 2.6 2.7
その他 27.5 4.8 3.9 6.3 3.1 0.9 7 4 3.2 1.6 5.3 1.6
総サンプル数 2010 3718 3653 2884 4441 3440 3008 4190 5015 5303 4692 5560

低体重（-2標準偏差）

トルクメニスタン キルギス カザフスタン ウズベキスタン

表 1 

Multiple Indicator Cluster Survey による低体重児（0 歳～5 歳未満）の比率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：MICS のそれぞれの個票より筆者作成． 

 

表 1 は社会的・経済的要因等と低体重との間の関係を示す．0 歳～5 歳未満児のうち，低体重

（それぞれの年齢・月齢時における平均体重に対して，2 標準偏差以上体重が軽い状態）である子

のパーセンテージシェアを表したものである．ここでいずれの国においても，2006 年の当時と比較

すれば体位は概ね趨勢的に改善していると言って良いであろう．母親の教育水準・家計の資産状

況との相関を見ると，常に強い相関があるとまでは言い難いものの，先行研究の検討において言

及したとおり，母親の教育水準が高ければ高いほど，あるいは家計の資産がより豊富であればある

ほど，概して低体重が発現する頻度は下がるものと見られる． 

 同様の検討を発育阻害（それぞれの年齢・月齢時における平均身長に対して，2 標準偏差以上

身長が低い状態）について行った結果が表 2 である．ここでもまた，トルクメニスタン・カザフスタン・

ウズベキスタンについては対 2006 年比で 2015 年～2020 年周辺に亘って改善していることが明ら

かであると言って良かろう． 

 しかしながら他方，キルギスにおいて同じ事は言えない．すなわちキルギスでは，2006 年から

2018 年にかけて発育阻害を示す子供の比率は概ね低下傾向を見せたが，それ以降は発育状況

の停滞が見られている．キルギスについては他の点も指摘することが出来る．低体重児（表 1）につ

いては，中央アジア 4 カ国間で顕著な差は見られなかった．だが発育阻害（表 2）については，明
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2006 2015 2019 2006 2014 2018 2023 2006 2010 2015 2006 2020
年齢対身長

性 男 15.8 11.5 7.4 14 13.8 12.5 15 13.4 13.2 7.7 13.9 6
女 13.3 11.4 6.8 13.3 12 10.9 13.3 12.1 13 8.3 15.4 7.1

居住地 都市 13.1 12.2 5.8 10.8 11.8 8.8 13 10.7 12.8 7.2 14 6.1
農村 15.4 11.1 7.9 15.7 13.4 13.1 14.6 14.9 13.4 8.9 14.9 6.9

母の教育水準 ゼロー小中学校 14.6 11.7 7.9 21.7 17.1 12 13.2 15.4 15.5 9.3 15 5.5
高校・専門学校 14.8 10.6 6.5 14.2 11.8 12.2 12.2 14.8 11.7 9.2 13.3 6.8
大学以上 14.1 10.1 1.8 9.7 9.8 10 11.9 9.3 11.5 6.6 9.6 6.2

資産指数分位 最貧 15.5 15.5 8.3 18.8 17.7 14 16.5 15.7 14.4 10.3 16.1
次点貧困 15.2 9.7 7 14.9 14.2 13.8 15.6 13.7 14.5 8.1 16.7
中位 13.5 9.7 7.8 12.5 10.1 12 12.6 13.8 9.9 8.3 14.8
次点富裕 18.8 10.8 7.6 12.4 10.7 8.2 12.3 9.9 13.9 6.9 13.4
最富裕 9.5 11.4 4.4 10.2 10.7 9.2 12.4 8.4 12.1 6.2 11.6

言語 国家語 14.3 11.1 6.9 15.6 12 11 13.8 14.5 13.6 7.7 14.6 6.5
ウズベク語 17 15.5 10.2 9.3 17.1 15.9 15.6 - - - - -
ロシア語 3.9 8.8 6.2 4.6 11.7 5.4 7.1 7.9 11.9 6.9 9.9 4.7
その他 22.5 11.7 5.1 20.7 15.8 13.7 6.2 11.7 11.5 9.9 18.4 5.9

総サンプル数 2010 3713 3644 2884 4412 3422 2969 4190 4987 5277 4692 5519

発育阻害（-2標準偏差）

トルクメニスタン キルギス ウズベキスタンカザフスタン

らかにキルギスはこれら 4 カ国の中で相対的劣位にあることが判る．確かにそのキルギスも国際的

な水準で鑑みればそこまで深刻なものとは映らない．例えば数多の発展途上国をも含めた世界保

健機構（World Health Organization, WHO）の推計では，2010 年における全世界平均の発育不全

児シェアは 26.7%にのぼるのであり，キルギスを含め全ての中央アジア諸国はこれよりも遙かに低

い水準に留まっている． 

 

表 2 

Multiple Indicator Cluster Survey による発育阻害児（0 歳～5 歳未満）の比率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：MICS のそれぞれの個票より筆者作成． 

 

旧ソ連中央アジア諸国が，その経済水準（所得水準）の低さの割には国際的に見て相対的優位

にあるのは人間開発指数（Human Development Indicators, HDI）やジェンダー指数などでも見られ

ることであり，そこでソ連が整備した教育機構やインフラ整備等の肯定的影響を指摘することは出

来よう（UNDP Regional Bureau for Europe and the CIS，2005）．とはいえ，我が国（表 3）とのみなら

ず，他の中央アジア三カ国と比較しても，キルギスの発育阻害状況に関する劣位は明らかなもので

ある．そしてまた，トルクメニスタンやウズベキスタンでは，2019～2020 年には低体重・発育阻害の

問題は既に我が国のそれ（表 3）と大きく変わらない状況にまで至っており，他の中央アジア諸国と

比べた際に，キルギスにおける発育阻害の改善傾向の明らかな遅滞を看取出来るのである（表 2）．  
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1980 1990 2000 2010

2 2.5 2.4 3.4

5.8 5.1 5.7 7.1

低体重（-2標準偏差）

発育阻害（-2標準偏差）

日本（乳幼児身体発育調査）

表 3 

我が国における低体重児と発育阻害児の比率（％） 

 

 

 

 

 

出所：乳幼児身体発育調査各年版より筆者作成． 

 

3.3 分析で利用するデータ 

 

 前小節の認識を受け，本稿が分析対象とするのはキルギスにおける発育阻害（年齢・月齢平均

身長に対して 2 標準偏差以上身長が低い状態）である．先述の通りキルギスで実施された 2006

年・2014 年・2018 年・2023 年の 4 カ年に亘る MICS の個票を利用する．但し MICS は繰り返しクロ

スセクションのミクロデータであり，パネルになっていない．そこで本稿は試論的なものとしてOLSに

よる検討を行う．先に示したように，キルギスにおける発育阻害の状況は中央アジアの中でも相対

的に好ましくない水準に留まっている．キルギスを対象とした検討は，旧ソ連地域のうち最も深刻な

成長阻害を分析することにより，相対的に重要なその決定要因を抽出することを可能とし得るであ

ろう． 

 表 1・表 2 の記述統計による検討から，先行研究において指摘されている母親の教育水準や，家

計の経済状況が発育阻害（年齢に比した低身長）の発現可能性に大きな影響を与えていることは

強く示唆されている．他方低体重については，その関係は発育阻害ほどには顕著ではない．幼児

の性別や居住地は強い影響を与えているとは言えないことも推測出来る．他方，使用言語は小さく

ない影響を与えている可能性がある．とりわけ相対的に早い時期（2006 年）においては，ロシア語

使用家庭における発育阻害が低くなっていることが目を引く．だがその優位性が時間の経過ととも

に低くなっていることは，トルクメニスタンやカザフスタンの例では明らかである． 

そこで分析では，被説明変数として発育阻害（年齢に対する低身長）を取り上げる．そして母親

の教育水準・家計の資産水準，インタビューでの使用言語を説明変数として注目する．また共変量

としては，幼児本人の性別・母乳育児経験・ワクチン接種経験，を利用する．サンプルは全て 0 歳

以上 5 歳未満の子供であり，記述統計は表 4 の通りである． 
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4. 回帰分析 

 

分析結果を表5 に示す．共変量に関する結果は省略している3．結果の頑健性を確認するため，

被説明変数が HAP（Height for Age Percentile, 同月齢・同性の平均身長に対するパーセンタイル）

である場合と HAZ（Height for Age z-score，同月齢・同性の身長中央値に対する乖離）である場合，

家計資産指標が 5 分位の要約値である場合と直接的な生データである場合とについて，4 通りの

結果を示している． 

一貫しているのは，家計資産に関する変数が常に有意かつ正の係数を得ていることである．す

なわち家計資産が豊かであればあるほど，発育阻害（年齢に比した身長が低いこと）の発生は抑

制される（身長が高くなる）．これは他の地域についても，また先行研究において見られた結果と一

致する（Prendergast and Humphrey, 2014; McGovern et al., 2017; Siddiqui et al., 2020）． 

これに対して，母親の教育水準についてはそれとは異なる結果を見せる．すなわち 2006 年・

2014 年という初期の段階では，はっきり有意に正の影響を与えている（母親の教育水準が高けれ

ば高いほど成長を促進する）．しかしながら，2018 年・2023 年についてこれは該当しない． 

そして同じ事がロシア語話者であるか否かというダミー変数についても言える．分析対象期間前

半において有意な正の影響を得ていたロシア語話者であるという要因は，2014 年以降については

基本的に有意ではなくなっているのである． 

 この結果についてどのように解釈すべきであろうか．家計資産についての結果は直感とも先行研

究の結果とも合致するが，母親の教育水準についてはそうではない．ここで一つ考えられるのは，

母親の育児に関する知識水準の全般的向上であるかも知れない．というのも，知られていることとし

てキルギスやタジキスタン等旧ソ連で最も所得水準の低い中央アジア諸国では，様々な国際機

関・外国機関から多数の支援が行われている．母子の健康に関わるものとしては，日本による支援

のみで見ても，JICA（Japan International Cooperation Agency，国際協力機構）による「キルギス共

和国産科婦人科病院医療機材整備計画」（JICA，2002）や「キルギス共和国地方小児医療サービ

ス改善計画」（JICA，2004），「キルギス共和国ビシュケク市およびチュイ州医療機材整備計画」

（JICA，2022）そして「キルギス国薬剤師継続教育及び国家試験開発事業普及・実証・ビジネス化

事業」（JICA，2024）等さまざまなものがある．あるいは我が国と UNICEF との連携による「紛争地域

における母子保健強化を通じた平和促進計画（2014 年）」4や「母子保健強化計画（2017 年）」5，あ

                                                       
3 サンプル数を見ると，表 4 の記述統計の場合に比べて表 5 の結果表では半減していることが判る．これは母乳育

児経験とワクチン接種経験についてデータがある 0 歳～5 歳サンプルが全サンプルの半分程度しか存在しないた

めである（このことは表 4 で確認出来る）．なお共変量としての母乳育児経験・ワクチン接種経験を一切分析に導入

しなくとも，結果は定性的に同一であった（有意である変数もその係数の正負も一致していた）ためコントロール変

数を用いた分析結果のみ提示する． 
4 https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press4_001131.html （2025 年 4 月 28 日アクセス） 
5 https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press11_000051.html （2025 年 4 月 28 日アクセス） 
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被説明変数

2006 係数 SD 係数 SD 係数 SD 係数 SD
母：高等教育以上 5.29 (1.44)** 5.13 (1.46)** 0.359 (0.099)** 0.364 (0.101)**
家計資産指標：5分位 2.16 (0.43)** 0.083 (0.029)**
家計資産指標 2.79 (0.62)** 0.091 (0.043)*
ロシア語 7.35 (2.34)** 7.55 (2.35)** 0.349 (0.163)* 0.372 (0.163)*
観測数

F値

2014
母：高等教育以上 4.78 (1.39)** 4.78 (1.39)** 0.222 (0.08)* 0.202 (0.088)*
家計資産指標：5分位 2.06 (0.45)** 0.111 (0.028)**
家計資産指標 3.18 (0.75)** 0.208 (0.048)**
ロシア語 -3.77 (3.88) -4.29 (3.92) -0.016 (0.246) -0.086 (0.248)
観測数

F値

2018
母：高等教育以上 3.05 (1.61)+ 2.96 (1.62)+ -0.059 (0.107) -0.079 (0.108)
家計資産指標：5分位 1.83 (0.535)** 0.085 (0.035)*
家計資産指標 3.02 (0.93)** 0.17 (0.062)**
ロシア語 -0.575 (4.98) -0.91 (5.01) 0.606 (0.331)+ 0.57 (0.332)+
観測数

F値

2023
母：高等教育以上 3.26 (2.11) 2.49 (2.11) 0.03 (0.15) -0.012 (0.153)
家計資産指標：5分位 1.25 (0.70)+ 0.12 (0.05)*
家計資産指標 3.44 (1.12)** 0.272 (0.081)**
ロシア語 1.30 (3.28) 0.99 (3.27) 0.23 (0.24) 0.217 (0.081)
観測数

F値

**: 1%水準で有意；　*: 5%水準で有意；　+:0%水準で有意．

出所：筆者作成．

2865

2706

1998

1244

HAP HAP HAZ HAZ

8.41**

1.53 2.59* 1.58 2.52*

5.02** 4.81** 3.95** 4.19**

7.89** 5.79** 6.44**

12.68** 11.84** 6.29** 5.76**

るいは世界保健機構（World Health Organization, WHO）と欧州連合（European Union, EU）との合

同による「予防接種管理システム」開発支援（2022 年～2026 年）6等，継続的に母子保健や発育阻

害解消のためのプログラムが多数導入されているのである．これらの結果として，母親の教育水準

という定量可能な要因とは別に，全般的な知識の向上ということが見られるようになっている可能性

もあろう． 

 

表 5 キルギスにおける発育不良の決定要因：回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらにロシア語話者については次のような解釈が出来るかも知れない．データを確認して判るの

                                                       
6 https://www.who.int/europe/news-room/feature-stories/item/digital-vaccination-records-how-one-kyrgyz-mother-
stays-on-track-with-her-childrens-health （2025 年 4 月 28 日アクセス） 
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は，全体的なロシア語話者比率の低下である（表 4）．これは人口センサス等のマクロ統計でも把握

出来るが（Natsionalnyy statistichekiy komitet Kyrgyzskoy respubliki, various years），ここで利用し

ている MICS の回答者についても該当する．キルギスは二十一世紀に入って以降，2005 年のいわ

ゆるチューリップ革命に始まり（Juraev, 2008），2010 年のキルギス騒乱（Matveeva et al., 2012）そし

て 2020 年の反政府運動（Doolotkeldieva, 2021）など，繰り返し社会的混乱を見てきた．そのことが，

ロシア語使用者（民族的ロシア人には限定されず調査時に使用された言語がロシア語であった回

答者という事になるが）でありキルギス国外で生活することが可能である，あるいは出国する能力を

有していたような人々に対して，出国を促すことになったであろうと想定され得よう（Marat, 2006; 

Akiner, 2016）．それにより，キルギス国内に残留するロシア語話者の構成に変化があった可能性

がある．初期においてはロシア語話者であることが母子保健に関する知識をある程度保証し得る

要素となり得たかも知れないが，後年に至ってはそういう知識を必ずしも有さない者によってこのロ

シア語話者層が構成されている，ということが考えられるかも知れない． 

 母親の教育水準・ロシア語話者であるという要因が，このように分析対象期間の前期においては

有意で正であったものの後期においては非有意という結果を得たことに比較して，家計資産が見

せる正で有意な影響の安定性は対照的である．豊かであればあるほど発育阻害を回避出来る（身

長が高くなる）というのは先行研究でも確認されてきたことであり，それをここでも明瞭に見ることが

出来た（McGovern et al., 2017; Siddiqui et al., 2020）． 

 他方母親の教育水準の影響力の変化は，キルギスを対象とした検討としては初めて観察すること

が出来たものである．これは Wigle et al.（2020）のようなキルギスに関する検討がこれまで最新でも

2014 年までのデータによる定量分析に留まってきたことにより，それ以降の変化を見ることが出来

なかったということにも起因するであろう．本分析で見た母親の教育水準という数量的に把握可能

な要因の影響力の低下は，調査対象の全般的な母子保健に関する知識の改善という側面が効果

を有しているということかも知れない． 

 また，ロシア語使用者の優越性（発育阻害発現の低さ）は，記述分析ではこれまでにも示されてき

ているが（National Statistical Committee of the Kyrgyz Republic and UNICEF, 2007; 2014），本分析

ではそれを定量的に示すことが出来た．また同時に，その係数が分析対象期間の後期において

非有意となったことは，あるいは全体的な母子保健知識の向上を意味するのかも知れないが，趨

勢的なロシア語使用者比率の低下を鑑みれば，むしろロシア語話者の人口構成の変化すなわち

母子保健の知識を欠くような層のロシア語話者がキルギスに残留しているという可能性を垣間見る

ことも出来るであろう． 

 そのような状況の変化にも関わらず，家計の資産水準が有する影響の強さは非常に安定的であ

る．母親の教育水準による相違・使用言語から垣間見られる民族性による相違が見られなくなった

としても，結局のところ貧困の撲滅という伝統的課題（Yaya et al., 2020）の解決こそがキルギスにお
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ける発育阻害の解消に直結し得る，という事が示唆される． 

 

5. 結語 

 

 本稿は国際児童基金 UNICEF によって実施されている家計調査 MICS のデータを用いて，キル

ギスにおける発育阻害の決定要因の抽出を試みた．母親の教育水準という，伝統的に発育阻害に

直結すると見なされてきた要因は，観測期間の後半に至って有意ではなくなった．またロシア語を

使用言語とする層の優位性も同様に，時の経過により相対的な優越性を失うこととなった．これらは

先行研究のいずれにおいても見ることの出来なかった新しい発見であると言える． 

他方家計の資産水準という最も直接的に経済状況の良さを表す変数こそが，一貫して有意であ

り，かつ発育阻害の出現を抑えるという方向に影響を与えていることを看取出来た．すなわち，全

般的な知識水準の向上等によって他の要因による発育阻害の発現を抑制することが可能になった

としても，家計の資産水準格差に起因する発育阻害の格差は維持されており，現段階のキルギス

における幼児の健康を守る上での課題は何よりも経済成長の実現と貧困問題の解消である，という

ことが示されたと言える． 

とはいえ本稿の分析は複数の制約を抱えており，あくまでも試論的なものに留まっている．共変

量は更に増やすことが望まれるが，様々に試みたものの有意になるものはほとんどなく今回の共変

量に限定している．また今回導入した共変量も，分析結果において有意なものは多くなかったので

ある．変数の選択に問題のある可能性があり，さらなる検討を要する． 

データ自体の問題であり分析する側にとって如何ともし難いのは，MICS はパネルデータではな

く繰り返しクロスセクションデータであるということである．すなわち，相関を指摘することは出来るも

のの因果関係を語ることは出来ない．キルギスに関する家計調査パネルデータの渉猟を進めるこ

とが必要であると同時に7，あるいはむしろ大規模データをサポートする個別小規模サーベイが有

用であるかも知れない． 
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